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〔目的〕 

 「住宅の品質確保等に関する法律」（以下「品確法」が 2000 年４月に施行され、木材のニーズ（品

質、性能等）が大きく変化してきたといわれている。そこで、大工・工務店・建主など消費者に直結

している製材所を対象にアンケート調査を実施し、いま消費者が求めている木材ニーズを把握し、

施業方法及び木材流通改善のための基礎資料とする。 

〔方法〕 

 多摩木材センターのセリに参加し、比較的取扱量の多い多摩地区の製材業１８社を対象にアン

ケート調査を実施した。回答は１２社（回収率６７％）からいただいたが、多摩木材センター協同組

合や秋川木材協同組合の役員をしている人が多く、多摩地域の製材業者の意向調査ができたと

考えている。 

〔結果〕 

１．木材の産地 

 今回、回答いただいた製材所の木材の産地は、「多摩産材」が４７％、「他県産材」が２４％、「外

材」が２９％であった。ただし、多摩産材か他県産材か見分けるのはかなり難しく、多摩木材センタ

ーに入荷している「国産材」の約５割が「多摩産材」の推定されることから、「他県産材」を「多摩産

材」と見ている可能性がある。「外材」は、商社から直接電話による売り込みや、付売問屋がトラック

１台ごと売りにくる場合もあるということで、製材する木材の約３割は外材である（図－１）。 

２．仕入れ先 

 「多摩産材」は、多摩木材センターで８割を仕入れている。１１％は、開発がらみで伐採されたもの

で建設または造園会社等から直接持ち込まれている。素材生産業者や森林所有者から直接仕入

れるのは４％ずつと少ない（図－２）。 

 「他県産材」は、７７％が多摩木材センターから仕入れている。他県木材市場からも１６％仕入れ

ているが、ほとんどが埼玉県飯能市からで、一部は山梨県から仕入れている（図－３）。 

３．製材品部材割合 

 構造材等（柱、間柱、垂木、根太等）が７２％、造作材（平板、野地板等）が２８％であった（図－

４）。（財）日本住宅・木材技術センターが実施した木造軸組工法住宅における木材使用量調査に

よると、構造材等の割合が1993年は８７％、2001年は８３％であり、多摩地域は１０％ほど構造材等

に挽く割合が低かった。このことは、板類など造作材としての利用が他地域より多く、注目される。 

４．製材品販売先 

 (1) 業態別製材品販売先 

   大工・工務店が６割を越え、木材販売業者が２割、製品市場が１割となっている（図－５）。製

材品は大工・工務店を中心に流通されており、消費者（住宅の施主）までの流通経路が短いの

が特徴である。 

(2) 地域別製材品販売先 
「西多摩」が６割、「区内」と「都外」を合わせると３割であった（図－６）。大半が地元で消費し 
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    図－１ 木材の産地                     図－２ 多摩産材の仕入れ先 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－３ 他県産材の仕入れ先               図－４ 製材品部材割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

     図－５ 業態別製品販売先               図－６ 地域別製品販売先 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

    図－７ 乾燥期間（天然乾燥）            図－８ 木材ニーズの変化 建築工法 
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ている。 

５．乾燥方法 

 人工乾燥は、蒸気式と電気式がそれぞれ１件の合計２件であった。あとの１０件は天然乾燥で、

乾燥期間は、１～３ヶ月が３７％、３～６月が３２％であった（図－７）。 

６．木材ニーズの変化 

  「品確法」施行後、どのようなニーズに変わってきたか、聞いてみた。 

(1) 建築工法 
「木造軸組工法」が多くなったと答えた人は４２％、「ツ－バイフォー」と答えた人が３３％であり、

在来工法へのこだわりは続いていくものと思われる（図－８）。 

(2) 木材へのこだわり  

  「国産材」にこだわるが３８％、「多摩産材」にこだわるが３１％で合わせると７割弱が国産の材に

こだわりをみせている（図－９）。 

(3) 節の価値観 

  節について、「節をあまり気にしない」が６２％、「節のあるところとないところを区別するようにな

った」が２３％で、節の有無を気にする人が少なくなったことが注目される（図－１０）。 

(4) 木材の美観 

  節のある「並材」を求める人が７８％、 「関心がない」の１１％を合わせると、９割弱の人は節があ

ってもいいと判断しており、死節でないかぎり消費者は節を好んでいるようである（図－１１）。 

(5) 木材の強度 

 「強度のある集成材にこだわる人が増えた」が２５％にとどまり、「無垢材にこだわる人が多い」

が６３％であった（図－１２）。強度より、シックハウス対策から無垢材を求める人が多くなったと思

われる。 

(6) 木材の乾燥 

  「狂いのない乾燥材を求めるようになった」が９割に達しており、多摩産材の銘柄化のためには

木材乾燥が大きな課題である（図－１３）。  

７．製材業を続けていくための課題 

  「材価の低迷」が２９％、「販売問題」が２５％、「資金問題」が１７％であり、合わせると７割の人が

経済面の不安を感じている（図－１４）。製材所の台所事情は、不況による建築着工件数の減少で

木材需要が落ち込み、製品価格や販売に影響し、資金繰りが苦しくなっているものと推定される。 

８．製材所の将来対策 

 「製材品保管場所の設置」が３８％、「生産システムの自動化」・「乾燥機の設置」・「品質・性能の

明確化」がそれぞれ１５％、「木材見積の自動化」が８％であり、合わせると９割以上の人が前向き

に対策を考えており、転廃業を考えている人は１人だけであった（図－１５）。多摩産材の利用拡大

を図るには、行政からのアプローチが期待される。 

９．多摩産材の印象 

 多摩産材の印象について、色彩は７５％の人が「普通」、年輪幅は「普通」または「密」が７７％、節

の数は７割の人が「普通」、狂いは７５％の人が「普通」、黒芯の多さは７割の人が「普通」と答えて

おり、地元の製材業者から多摩産材に対して好意的に評価されている。しかし、木材価格は「普

通」が７３％であるが、木材の乾燥状態は７割の人が「生」、多摩産材の供給量は「不安定である」

が４５％であり、木材乾燥と安定供給が大きな課題である。 
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図－９ 木材へのこだわり                図－１０ 節の価値観 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
       図－１１ 木材の美観                  図－１２ 木材の強度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

       図－１３ 木材の乾燥            図－１４ 製材業を続けていくための課題 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１５ 製材所の将来対策 
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